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研究成果の概要（和文）：　世代重複モデルを用いて、平均寿命の延伸などの人口動態の変化によって出生行動や消費
―貯蓄行動がどのように影響を受けるかを様々な角度から分析した。また、それらの個人の行動に対する年金制度の変
更・改革がどのような影響を及ぼしうるかを分析した。平均寿命の延伸が公的債務残高を増加させる可能性や、賦課年
金の一律給付への移行が出生率を上昇させる可能性が示された。さらに、賦課年金の給付開始年齢の引き上げが経済成
長率や個人の経済厚生にプラスの影響を及ぼしうることが示された。

研究成果の概要（英文）：In overlapping generations model, the effects of changes in demography caused by 
expansions in life expectancy on fertility and/or consumption&#8211;savings decisions of individuals were 
examined in various aspects. The policy effects of economics policies such as social security were also 
investigated. Expansions in life expectancy may increase per capita public debt; the social security 
reform to uniform benefit scheme may raise the fertility rate; and rises of the eligibility age of social 
security may raise the economic growth rate and improve economic welfare of the economy.

研究分野：公共経済学　マクロ経済学
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１．研究開始当初の背景 
 出生率低下と高齢化に伴う人口減少社会

における経済政策については、少なくとも実

証的には、既にかなり研究されてきている。

とりわけ本研究で焦点を当てた平均余命の

変化と所得分配の関係や、高齢化と公的債務

残高の間の関については実証的にはそれら

の間の関係が広く認められてきているよう

に思われる。前者については、特に日本では

大竹文雄『日本の不平等』の研究が代表的な

もののひとつである。また、下図に示される

ように、先進諸国の合計特殊出生率と公的債

務残高の間にも弱くではあるが、負の関係が

成立することを確認することができる。 

 

他方高齢化と合計特殊出生率の間にも明

確な負の関係が認められる。つまり、合計特

殊出生率と平均余命の間には負の関係が、合

計特殊出生率と中央政府の債務残高対 GDP

の間にも負の関係が、それぞれ存在する可能

性がある。これらの変数間の因果関係はデー

タからは必ずしも知ることができないが、一

つの仮説は「平均余命の伸長→合計特殊出生

率の低下＆政府債務残高（対 GDP 比）の上

昇」であろう。しかしながら、他方で、所得

の高い先進諸国では一層の所得の上昇が所

得分配を変化させると同時に合計特殊出生

率を上昇させている可能性も指摘されてい

る。すなわち、出生率の reboundである。こ

れは例えば、Myrskylä et al. (2009)は，1975

年時点と 2005 年時点のクロスセクションデ

ータを用いて，人間開発指数（Human 

Development Index: HDI）と合計特殊出生

率（Total Fertility Rate: TFR）の相関を分

析している．1975年時点では，HDI-TFRの

相関はマイナスであり，経済発展とともに出

生率が低下する傾向があったことを示唆し

ている．しかし，2005 年時点の散布図の形

状は U 字型に変化した．HDI の値が 0.9 を

下回る国々の間では HDI-TFRの相関はマイ

ナスであるが，0.9 を上回る国々だけ見ると

正の相関が観察される．この結果は，経済発

展の最終段階で出生率が回復することを示

唆している．これらの観察について、従来の

研究の多くはそれらの関係を明示的に結び

付けるものではなかった。特に公的債務の累

積と財政の維持可能性の分析では多くの場

合少子化あるいは高齢化といった人口構造

の変化を考慮してはいないように思われる。

他方、人口構造の変化が経済成長やマクロ変

数に与える影響の分析は少なくとも長期的

には均衡財政を仮定することが多かった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は観察される人口関連指標

とマクロ経済変数の間の関係を理論的に明

らかにすることである。平均余命がどのよう

に変化しうるかを考慮して、平均余命の変化

が個人の出生行動や労働供給にどのような

影響を与えるかを明らかにしようとする。そ

の際に、賦課方式年金など世代間の所得再分

配をもたらす政策が個人のお行動にどのよ

うに影響するか、そして、さらに、個人（家

計）間の所得分配にどのような影響をもたら

しうるかも分析しようとする。これらの分析

によって、人口動態が変化する状況での最適

な政策を分析することに資することを目的

とする。 
 
３．研究の方法 
 基本的に、研究代表者と研究分担者のそれ

ぞれの研究を発展させることで、プロジェク

ト全体として多面的な政策分析を行う。年

中央政府債務残高対 GDP比率と合計特殊出生率 
(出所) OECD-ilibrary.org 
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金・介護保険に係る分野、教育・人的資本に

係る領域、医療・健康投資にかかる領域のそ

れぞれから人口動態が個人・家計の行動に与

える影響そして考えられる政策の分析を行

った。初年度には Tilburg大学でワークショ

ップを開催し、研究の方向についても当該大

学の研究者と議論をした。本プロジェクトで

ほぼ共通して用いた分析のフレームワーク

は 2世代ないし 3世代の世代重複モデルのフ

レームワークである。 
 
４．研究成果 

 (1) 「稼得能力分布と経済成長」 本論文の

目的は、連続時間世代重複モデルにガンマ分

布で表現される稼得能力分布を導入し、所得

分配と経済成長、経済厚生の関係を明らかに

することである。本論文の主な結論は、第１

に、労働所得のピークが人生の前半にある所

得分布ほど均衡成長率が上昇する。これは，

稼得能力が一定率で減耗するという

Saint-Paul (1992)の仮定のもとでは、成長率

が上向きのバイアスを持つことを意味して

いる。所得分布と成長率の関係は家計の貯蓄

行動から容易に説明できる。家計は将来の所

得減を予期して貯蓄を増やそうとする。資本

外部性が成長の源泉だとすると成長率も上

昇する。減耗率一定の指数分布はピークが左

端にあるという極端な分布であり，家計貯蓄

とともに成長率も過大に評価している危険

性がある。日本のデータを用いた数値解析に

よれば、Saint-Paul (1992)の減耗率一定の所

得分布から導出される成長率は年率 3.0%で

あるが、本論文のモデルから導出される均衡

成長率は年率 0.6%である。第 2 に、厚生分

析の結果，均衡が動学的効率性を満たすとき

は賃金プロファイルのピークが前半にある

所得分布が望ましいが、動学的に非効率であ

るときはピークが後半にある方が望ましい

ことが示される。 2001 年と 2012 年の日本

の賃金曲線を比較すると，ピークが 50 歳代

の後半から前半に移動している。所得分布の

変化の要因の１つが 2001 年に開始された老

齢基礎年金（定額部分）の支給開始年齢の引

き上げであるとすると、引き上げの終了する

2025 年まで分布のピークは若年齢の方にシ

フトし続けるはずである。本論文の分析は，

分布以外の要因を無視すれば、支給開始年齢

の引き上げにより、経済成長、経済厚生のい

ずれも改善することを示唆している。 

(2)  “Involuntary unemployment and 

sustainability of bond-financed fiscal 

deficit.”  本論文では、Chalk (2000)のモデ

ルに効率賃金仮説に基づいて失業を導入し

て、経済発展に伴って、財政赤字と失業がど

のように関連しうるかを分析している。

Chalk (2000)と同じく、初期の政府債務残高

が大きい場合には、財政は維持可能ではない

が、ある水準以下である場合には、財政は維

持可能であり、その場合、国債調達による財

政赤字の削減が、長期的には、労働者あたり

の資本ストックを増加させ、失業水準を低下

させることが示される。しかし、短期的には

その場合でも失業率が上昇する可能性があ

ることも示される。他方、人口成長率が十分

に低くしかも一人当たり政府債務残高が大

きい経済については、人口の高齢化が一人当

たり公債残高を増加させるだけでなく、失業

率を上昇させる可能性が示される。したがっ

て、高齢化社会では、財政赤字・財政債務が

十分に削減されなければ、高齢化による失業

率の上昇が生じることになる。この可能性は

日本など一人当たり財政債務残高が大きい

経済にとって重要な意味を持つ。 

(3)  「養育財生産、技術的補完、および出

生率動学」 本論文の目的は、経済発展と出

生率の間の逆 U字の関係（Galor and Weil, 

2000）と、その後の U字回復（Myrskylä et 

al., 2009）を同時に説明することである。モ

デルの特徴は養育財生産技術における労働

と資本の補完性である。既存モデルには資本

蓄積とともに資本労働比率が上昇するとき



賃金率と同時に養育財価格も上昇するとい

う共通の特徴がある。しかし、養育財生産で

の資本投入の役割が大きいとき、資本蓄積と

ともに利子率が低下することで資本調達コ

ストが節約でき、養育財価格が下がるかもし

れない。つまり、この資本労働比率と養育財

価格の間の非単調な関係を用いて今期の資

本労働比率と来期の資本労働比率の間の負

の相関を導出することができる。本論文では、

既存モデルとは対照的に、養育財価格の低下

を通して出生率が上昇するという追加的な

効果を含んでいるため、一定の条件のもとで

出生率効果が貯蓄効果を上回り、来期の資本

労働比率が低下し、今期と来期の資本労働比

率の間に負の関係が生じ得る。さらに、資本

労働比率が振動収束する経路を導出し、経路

の一部で(1)１人あたり所得が単調に増加し、

(2)出生率が増加、減少、増加することを示し

ている。つまり、Galor and Weil (2000)の逆

U字の関係とMyrskylä et al. (2009)の U字

の関係を１つのモデルで同時に示したこと

になる。 

(4) “Fertility, intra-generational 

redistribution and social security 

sustainability.” 本論文は、親の出生選択と

して、2 期間の世代重複モデルで、子どもの

数だけでなく子どもを持つかどうかについ

ても分析した最初の文献のひとつである。子

どもを持つことに対する親の選好が異なる

と仮定して、親の出生選択が、賦課方式年金

の給付スキーム、一律給付（Beveridgean）

と負担比例型給付（Bismarckian）の二つの

間で、どのように異なるかを分析している。

子育ては親が時間をかけて行うので、年金負

担が子ども数に依存する。そこで一律給付の

場合には、子どもを持たない親から子どもを

多く持つ親に世代内での所得再分配がなさ

れる。そのため、一律給付の場合には、それ

ぞれの親が持つ子どもの数は多くなると同

時に、子どもに対してより低い選好しか持た

ない親が子どもを持つようになることが示

される。したがって、負担比例型に比べ、一

律給付スキームが人口の高齢化を緩和する

可能性が示される。 
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